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款 02 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
③

単位当たりコスト 円/
②

その他 人件費比率 ％ 60.8 59.1 65.1 6.0

小計 54,558 51,357 58,426 7,069

小計 35,765 32,448 40,163 7,714

移転費用 18,792 18,909 18,263 △ 645

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 6,824△ 58,181△ 51,357△ 54,558
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳
会計年度任用職員報酬等【1,059千円】
秘書業務管理システムデータ移行及び環境セットアップ
作業委託【1,091千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

3.67人 3.64人 4.05人 0.41人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 2,619 2,103 2,156 53

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

41 7 その他 0 0 245 245

その他 0 0 0 0 小計 0 0 245 245

0

物
件
費
等

物件費 1,871 2,069 2,115 46 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 748 34

小計 33,147 30,345 38,006 7,661 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 1,059 1,059 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 26,599 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 6,548 4,025 7,994 3,970 国庫支出金 0

26,320 28,953 2,633

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

市政の円滑な推進を図るため、理事者日程の適正な管理を行う。また、トップマネジメントに資するため、タイム
リーな情報提供を行う。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

都市戦略部　秘書課

基本計画 施策番号 地方分権の推進
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 ―

△ 6,824△ 58,181△ 51,357△ 54,558経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 秘書業務等 事業類型 その他

予算科目 会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

担当部課



今後の取組

3年度目標

・理事者日程の適正管理
・適時的確な理事者への情報提供
・庁内外との連絡調整による理事者の市政マネジメ
ントの補助

2年度末
時点の課題

・緊急事態にも即応できるよう、理事者への
適時的確な情報提供など、秘書機能を強化す
る必要がある。

3年度の取組

・理事者日程の適正管理
・理事者が必要とする情報のタイムリーな提供
・円滑なトップマネジメントを補助する庁内外との
連絡調整

4年度の計画
・理事者の日程管理
・理事者への情報提供

目標に対する
事業実績

・理事者日程の適正管理
・理事者が必要とする情報のタイムリーな提供
・円滑なトップマネジメントを補佐する庁内外との
連絡調整
・秘書業務管理システムの改修・データ移行の実施

課題への対応

・理事者へのタイムリーな情報提供

一部解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標

・理事者日程の適正管理
・適時的確な理事者への情報提供
・庁内外との連絡調整による理事者の市政マネジメ
ントの補佐
・秘書業務管理システムの改修・データ移行の実施

元年度末
時点の課題

・理事者のスケジュール調整を中心に実施し
ているため、理事者への情報提供機能の不足
・秘書業務管理システムについて、庁内サー
バを廃し、外部サーバへ移行する本市の方針
に対応する必要性
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款 02 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

7,7502,141△ 5,609△ 6,741経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 姉妹都市交流 事業類型 その他

予算科目 会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

担当部課 都市戦略部  秘書課

基本計画 施策番号 多様な文化交流の推進
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 ―

事業目的
（最終的に目指す状態）

姉妹都市との交流事業を継続的に実施し友好親善を深めることで、行政や市民団体などの多様な文化交流を促進する。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 5,291 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 973 417 91 △ 326 国庫支出金 0

4,772 1,072 △ 3,700

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

小計 6,264 5,190 1,164 △ 4,026 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 477 554 0 △ 554 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 0 134 3,305 3,171

その他 0 0 0 0 小計 0 134 3,305 3,171

小計 477 554 0 △ 554

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.73人 0.66人 0.15人 △ 0.51人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

7,7502,141△ 5,609△ 6,741
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 ―

小計 6,741 5,743 1,164 △ 4,580

小計 6,741 5,743 1,164 △ 4,580

移転費用 0 0 0 0

②

その他 人件費比率 ％ 92.9 90.4 100.0 9.6

③

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標

・「八王子まつり」への招待や、姉妹都市の祭事への
参加等を通じた姉妹都市間の相互交流
・姉妹都市主催事業におけるPR活動
・姉妹都市交流の拡充に向けた庁内検討

元年度末
時点の課題

・市民間の交流促進等につながる姉妹都市間
での情報共有
・姉妹都市交流の拡充

目標に対する
事業実績

・新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、
「八王子まつり」をはじめ、各市の祭事が全て中止と
なり、予定していた事業が実施できなかった。
・人の異動も制限されたことから、現地視察を伴う事
業も実施できなかった。
【予定事業】
①「八王子まつり」へ姉妹都市（日光市、苫小牧市、
小田原市、寄居町）を招待
②「とまこまい港まつり」（苫小牧市）交流事業参加
③「日光東照宮例大祭」（日光市）交流事業参加
④「小田原北條五代祭り」（小田原市）交流事業参加
⑤「寄居北條まつり」（寄居町）交流事業参加
⑥庁内検討会議による姉妹都市の視察、意見交換等を
通じた新たな交流の在り方に関する整理

課題への対応

・姉妹都市間の相互交流の継続（コロナ禍で
も可能な交流の検討）

一部解決

2年度評価 不十分
次年度（4年度）

以降の展開
拡充

今後の取組

3年度目標

・「八王子まつり」への招待や、姉妹都市の祭事への
参加等を通じた姉妹都市間の相互交流
・姉妹都市主催事業におけるPR活動
・姉妹都市交流について検討

2年度末
時点の課題

・市民間の交流促進等につながる姉妹都市間
での情報共有
・新たな姉妹都市交流の検討

3年度の取組

①「八王子まつり」へ姉妹都市（日光市、苫小牧市、
小田原市、寄居町）を招待
②「とまこまい港まつり」（苫小牧市）交流事業参加
③「日光東照宮例大祭」（日光市）交流事業参加
④「小田原北條五代祭り」（小田原市）交流事業参加
⑤「寄居北條まつり」（寄居町）交流事業参加
⑥新たな交流について庁内関係所管と検討し、姉妹都
市との意見交換等により整理

4年度の計画

①「八王子まつり」へ姉妹都市（日光市、苫
小牧市、小田原市、寄居町）を招待
②「とまこまい港まつり」（苫小牧市）交流
事業参加
③「日光東照宮例大祭」（日光市）交流事業
参加
④「小田原北條五代祭り」（小田原市）交流
事業参加
⑤「寄居北條まつり」（寄居町）交流事業参
加
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款 02 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
③

単位当たりコスト 円/人 7,058 6,983
②

成果
指標

平和展来場者 人 1,328 1,422 216 △ 1,206 新型コロナ感染拡大を受け、会場数・期間・展示内容を
縮小し、開催したため

その他 人件費比率 ％ 54.6 54.9 52.7 △2.2

27,258 20,274

小計 9,373 9,930 5,888 △ 4,043

小計 9,341 9,898 5,856 △ 4,043

移転費用 32 32 32 0

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

5,438△ 4,493△ 9,930△ 8,622
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 平和啓発のための映像制作委託【157千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.65人 0.65人 0.40人 △ 0.25人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 4,223 4,443 2,753 △ 1,690

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

2,534 0 その他 751 0 1,395 1,395

その他 0 0 0 0 小計 751 0 1,395 1,395

0

物
件
費
等

物件費 1,689 1,909 219 △ 1,690 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 2,534 2,534

小計 5,118 5,456 3,103 △ 2,353 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 4,711 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 408 756 243 △ 512 国庫支出金 0

4,700 2,860 △ 1,841

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

市が掲げる２つの平和宣言に基づき戦争の悲惨さ、平和の尊さを次世代の子ども達に伝えるために、企画展示や図
書、映像資料等を通じて平和の大切さ､尊さを再認識してもらう。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

総務部　総務課

基本計画 施策番号 一人ひとりが尊重される地域社会の構築
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 世界連邦平和都市宣言、八王子市非核平和都市宣言

5,438△ 4,493△ 9,930△ 8,622経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 平和推進 事業類型 イベント

予算科目 会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

担当部課



今後の取組

3年度目標
・平和展の開催
・語り部動画の再編集及びウェブサイトでの発信の
強化

2年度末
時点の課題

・新型コロナウイルス感染が収束しない中で
の平和展の開催方法や情報発信方法の検討

3年度の取組
・平和展の開催
・語り部動画の再編集及びウェブサイトでの発信の
強化

4年度の計画
次世代へと戦争の悲惨さ、平和の大切さ及び
尊さを伝える手法について、検討し、実施し
ていく。

目標に対する
事業実績

平和展の開催
　日時　令和2年（2020年）7月30日～8月4日
　場所　八王子駅南口総合事務所
　内容　パネル展示（八王子空襲、東京空襲な
ど）、原爆資料展示

語り部動画の再編集動画制作（10本）
　平成29年度（2017年度）から令和元年度（2019年
度）の3年間に記録した語り部動画（約6時間）か
ら、特に伝えたい部分を切り取り、再編集した動画
を10本制作し、ウェブサイトに掲載した。

課題への対応

　平成29年度（2017年度）から令和元年度
（2019年度）の3年間に記録した語り部動画
（約6時間）から、特に伝えたい部分を切り取
り、再編集した動画を10本制作し、ウェブサ
イトに掲載した。

一部解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標

次世代へと戦争の悲惨さ平和の大切さ及び尊さを伝
える手法について、検討し、実施していく。
・平和展の開催
・語り部動画の再編集及びウェブサイトでの発信の
強化

元年度末
時点の課題

・語り部動画の発信強化
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款 02 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
③

単位当たりコスト 円/回 289,219 260,266
②

活動
指標

人権啓発活動 回 32 30 ― ― 2年度の活動については、新型コロナ感染症拡大防止の
ため、中止。

その他 人件費比率 ％ 88.1 86.0 72.0 △14.0

― ―

小計 9,255 7,808 3,769 △ 4,039

小計 8,363 6,917 2,878 △ 4,039

移転費用 892 891 891 0

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

6,762△ 1,003△ 7,765△ 9,209
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 多摩西人権擁護委員協議会負担金【891千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.80人 0.80人 0.35人 △ 0.45人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 214 202 163 △ 39

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 0 その他 0 0 2,766 2,766

その他 0 0 0 0 小計 46 43 2,766 2,723

0

物
件
費
等

物件費 214 202 163 △ 39 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 8,149 6,715 2,715 △ 4,000 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 都支出金 46 43 0 △ 43

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 5,798 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 2,351 930 213 △ 717 国庫支出金 0

5,785 2,502 △ 3,283

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

人権擁護委員とともに啓発活動を推進し、基本的人権の意識を普及させる。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

総務部　総務課

基本計画 施策番号 一人ひとりが尊重される地域社会の構築
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 ―

6,762△ 1,003△ 7,765△ 9,209経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 人権擁護 事業類型 普及啓発・情報提供・相談

予算科目 会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

担当部課



今後の取組

3年度目標

・人権啓発活動の推進
・職員への人権啓発の推進
・同性パートナーシップの公的承認制度に関する情
報収集、現状把握及び導入に向けた課題抽出

2年度末
時点の課題

・人権擁護委員に協力を求める事務とは別
に、市が実施する人権擁護事務の必要性
・同性パートナーシップの公的承認制度の導
入の検証

3年度の取組
・人権問題に対する啓発活動及び職員向け研修を実
施する。

4年度の計画 ・人権啓発活動の推進

目標に対する
事業実績

○啓発活動内容
　①人権擁護委員の日　②人権週間　③市内小中学
校へ「種をまこう」運動　④人権事務打合せ会

課題への対応

・職員向けに人権啓発研修を実施

未解決

2年度評価 やや不十分
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標 ・人権啓発活動の推進
元年度末

時点の課題

・人権擁護委員に協力を求める事務とは別
に、市が実施する人権擁護事務の必要性
・同性パートナーシップの公的承認制度の導
入の検証
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款 02 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
③

単位当たりコスト 円/人 45,219 26,381
②

成果
指標

表彰・感謝状対象者 人 347 681 544 △ 137 　令和元年度から新しい表彰基準で選考したため一時的
に増となった。

その他 人件費比率 ％ 89.9 83.2 79.0 △4.2

15,899 △ 10,483

小計 15,691 17,966 8,649 △ 9,317

小計 15,691 17,966 8,649 △ 9,317

移転費用 0 0 0 0

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

14,732△ 3,234△ 17,966△ 13,850
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳
受賞者記念品【446千円】
表彰状筆耕【253千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

1.77人 1.77人 0.87人 △ 0.90人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 1,585 3,025 1,816 △ 1,209

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 0 その他 1,840 0 5,415 5,415

その他 0 0 0 0 小計 1,840 0 5,415 5,415

0

物
件
費
等

物件費 1,585 3,025 1,816 △ 1,209 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 14,106 14,941 6,833 △ 8,108 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 168 84 84 0 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 12,828 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 1,110 2,058 530 △ 1,528 国庫支出金 0

12,799 6,220 △ 6,579

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

市に対し功労・功績のあった方を、八王子市表彰条例及び八王子市感謝状贈呈候補者の選考要領に基づき表彰等を行
う。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

総務部　総務課

基本計画 施策番号 市民と行政の協働
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 八王子市表彰条例

14,732△ 3,234△ 17,966△ 13,850経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 表彰式典 事業類型 イベント

予算科目 会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

担当部課



今後の取組

3年度目標
・式典の実施
・コロナ対策等をふまえた実施手法の検討

2年度末
時点の課題

―

3年度の取組
・式典の実施
・コロナ対策等をふまえた実施手法の検討

4年度の計画 ・式典の実施

目標に対する
事業実績

・コロナ対策を徹底し、式典を実施した。
・基準改正に伴い、表彰対象者が増加した。

課題への対応

・基準改正に伴い、令和元年度の表彰・感謝
状対象者は前年度に比べ２倍程度に増加した
が、２年度以降は、５００名程度に平準化す
る見込み。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標
・式典の実施
・基準改正に伴う効果の検証

元年度末
時点の課題

・基準改正に伴う効果の検証
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款 02 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

7182,1371,419△ 9,101経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 私立学校指導監督 事業類型 指導・規制・許認可

予算科目 会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

担当部課 総務部　総務課

基本計画 施策番号 学びやすい教育環境づくり
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 学校教育法、東京都私立専修学校設置認可取扱要領

事業目的
（最終的に目指す状態）

事務処理特例の範囲内で、私立専修・各種学校の指導監督を行う。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 7,538 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 5,581 405 250 △ 155 国庫支出金 0

4,628 2,931 △ 1,697

経
常
収
入

保険料 0

1

0 0 0

その他 0 0 0 0 都支出金 4,119 4,119 4,156 37

小計 13,118 5,033 3,181 △ 1,852 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 102 95 94 △ 1 使用料及び手数料 1 2 1

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 0 2,427 1,255 △ 1,172

その他 0 0 0 0 小計 4,120 6,546 5,412 △ 1,134

小計 102 95 94 △ 1

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

1.04人 0.64人 0.41人 △ 0.23人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

7182,1371,419△ 9,101
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 ―

小計 13,220 5,127 3,275 △ 1,853

小計 13,220 5,127 3,275 △ 1,853

移転費用 0 0 0 0

②
成果
指標

各種証明書の発行 件 3 4 7 3
実績による

その他 人件費比率 ％ 99.2 98.1 97.1 △1.0

467,835 △ 814,007

③

単位当たりコスト 円/ 4,406,817 1,281,842

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標
「市町村における東京都の事務処理の特例に関する条
例」に基づく、私立学校指導監督における、適切な事
務執行

元年度末
時点の課題

―

目標に対する
事業実績

八王子市所轄各種学校　専修学校5校
　私立専修学校設置認可、指導監督、学則変更届等各
種申請届出受理、現況調査等各種調査、諸証明の発行

課題への対応

―

―

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標
「市町村における東京都の事務処理の特例に関する条
例」に基づく、私立学校指導監督における、適切な事
務執行

2年度末
時点の課題

―

3年度の取組 所轄の私立学校について適正な指導監督に努める。 4年度の計画
所轄の私立学校について適正な指導監督に努
める。
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款 02 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

△ 3,964△ 3,87095△ 1,539経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 町区域整理 事業類型 その他

予算科目 会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

担当部課 市民部　市民課

基本計画 施策番号 計画的なまちづくり
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 地方自治法

事業目的
（最終的に目指す状態）

区画整理や開発に伴い現状の町界では不具合の生じる区域の町界を、道路等公共物に合わせて合理化を図る。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 2,827 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 245 108 1,497 1,390 国庫支出金 0

1,229 2,359 1,130

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

小計 3,071 1,337 3,857 2,520 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 0 0 13 13 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 1,533 1,431 0 △ 1,431

その他 0 0 0 0 小計 1,533 1,431 0 △ 1,431

小計 0 0 13 13

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.39人 0.17人 0.33人 0.16人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 3,964△ 3,87095△ 1,539
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 消耗品費【13千円】

小計 3,071 1,337 3,870 2,533

小計 3,071 1,337 3,870 2,533

移転費用 0 0 0 0

②
活動
指標

証明交付件数 件 9 10 9 △ 1
毎年10件程度で推移しており、大きな変動はない。

その他 人件費比率 ％ 100.0 100.0 99.7 △0.3

429,977 296,301

③

単位当たりコスト 円/件 341,233 133,676

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標

・市内の町区域を、自然・明確にすることで、住民の
日常生活や行政執行上支障をきたすことのない状態を
維持する。

・過去に町区域変更した地域について、「町区域変更
等証明書」を適宜交付する。

元年度末
時点の課題

今後実施予定の区画整理事業に関する区画整
理課との継続的な連携と情報収集の強化。

目標に対する
事業実績

町区域変更すべき対象地域はなかったため、業務は主
に証明発行にとどまった。

町区域変更等証明書交付件数：9件

課題への対応

区画整理課との意見交換の場は設けたが、今
後の進捗状況を考えるとさらなる意見交換・
情報収集の機会は設けるべきと考える。

一部解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標
令和４年度末に実施される予定の「上野第2地区土地
区画整理事業」による町区域変更について、区画整理
課と連携をとりながら滞りなく実施する。

2年度末
時点の課題

「上野第2地区土地区画整理事業」による町区
域変更について、区画整理課との情報共有の
場が少なく、進捗状況やその理由等の情報が
不足していた。
今後はさらなる連携を図り、区画整理課の進
捗状況に合わせた対応を行えるような体制づ
くりをする。

3年度の取組
作成したスケジュールのもと、議案作成・告示等の事
務作業ならびに住民への周知・説明等、市民課の担う
業務を滞りなく進める。

4年度の計画 3年度に同じ
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款 02 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
③

単位当たりコスト 円/件 1,743,370 2,022,252
②

活動
指標

対応した訴訟件数 件 6 6 6 0
実績による

その他 人件費比率 ％ 94.1 86.5 92.0 5.5

1,912,387 △ 109,866

小計 10,460 12,134 11,474 △ 659

小計 10,460 12,134 11,474 △ 659

移転費用 0 0 0 0

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

659△ 11,474△ 12,134△ 8,211
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 訴訟等弁護委託料【893千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

1.25人 1.25人 1.25人 0.00人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 617 1,642 916 △ 725

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 0 その他 2,249 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 2,249 0 0 0

0

物
件
費
等

物件費 617 1,642 916 △ 725 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 9,843 10,492 10,558 66 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 9,060 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 784 1,453 1,622 168 国庫支出金 0

9,039 8,936 △ 103

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

訴訟等を適正かつ迅速に処理し、勝訴する。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

総務部　法制課

基本計画 施策番号 持続可能な行財政運営
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 ―

659△ 11,474△ 12,134△ 8,211経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 訴訟事務 事業類型 内部事務

予算科目 会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

担当部課



今後の取組

3年度目標 訴訟等を適正かつ迅速に処理する。
2年度末

時点の課題

委託した弁護士と協力して迅速に対応するた
め、法務能力を継続的に向上させることが必
要である。

3年度の取組

・研修やセミナーに積極的に参加し、職員の法務能
力の向上を図る。
・法務専門員（弁護士資格を持つ特別職の職員）に
よる法務相談等により、法的知識を庁内に分配する
ことで、市全体の法務能力の向上を図る。

4年度の計画

・研修やセミナーに積極的に参加し、職員の
法務能力の向上を図る。
・法務専門員（弁護士資格を持つ特別職の職
員）による法務相談等により、法的知識を庁
内に分配することで、市全体の法務能力の向
上を図る。

目標に対する
事業実績

・訴訟代理人に弁護士を選任し、訴訟業務を委託し
た。
・訴訟法務に関する研修に参加するなど、法務能力
の向上に努めた。
・法務専門員（弁護士資格を持つ特別職の職員）を
任用した。

課題への対応

訴訟法務に関する研修に参加するなど、法務
能力の向上に努めた。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標 訴訟等を適正かつ迅速に処理し、勝訴する。
元年度末

時点の課題

委託した弁護士と協力して迅速に対応するた
め、法務能力を継続的に向上させることが必
要である。
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款 02 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

131△ 6,876△ 7,006△ 4,140経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 自動車臨時運行許可 事業類型 指導・規制・許認可

予算科目 会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

担当部課 市民部　市民課

基本計画 施策番号 市民サービスの向上
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 道路運送車両法、八王子市自動車の臨時運行の許可に関する取扱規則

事業目的
（最終的に目指す状態）

車検が切れている等により公道を走行できない自動車に対し、必要最小限の範囲において公道を走れるようにする特
例的措置として、臨時運行許可を行う。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 3,986 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 697 2,174 1,519 △ 656 国庫支出金 0

5,351 5,791 440

経
常
収
入

保険料 0

544

0 0 0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

小計 4,683 7,525 7,309 △ 216 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 1 50 28 △ 21 使用料及び手数料 569 462 △ 107

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 544 569 462 △ 107

小計 1 50 28 △ 21

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

審査手数料【462千円】

0.55人 0.74人 0.81人 0.07人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

131△ 6,876△ 7,006△ 4,140
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 消耗品費【28千円】

小計 4,684 7,575 7,338 △ 237

小計 4,684 7,575 7,338 △ 237

移転費用 0 0 0 0

②
活動
指標

許可件数 件 725 758 616 △ 142 コロナ禍における、国交省による車検期間の延伸措置の
影響や業者の業務縮小等の影響もあるかと思われる。

その他 人件費比率 ％ 100.0 99.3 99.6 0.3

11,912 1,918

③

単位当たりコスト 円/件 6,461 9,993

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標
貸与した番号標の返却・督促手順について、明確な
基準を設け、より適正な業務を目指す。

元年度末
時点の課題

貸与した番号標の返却・督促手順について、
明確な基準がなく返納がスムーズに進まな
かった。

目標に対する
事業実績

令和元年度実施の定期監査の結果について、令和２
年に指摘を受けた。内容については課題・目標とし
て掲げていた番号票の未返納者に対する対応措置の
部分であった。
指摘事項への対応として、督促等の対応基準および
マニュアルを設けて年度内の施行に至った。

課題への対応

監査の指摘事項への対応という形となってし
まったが、課題としては解決した。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標
新たに定めた未返納者への対応基準を含め、より適
切な業務の運用を目指す。

2年度末
時点の課題

―

3年度の取組
根拠法令に基づき、受付時の聞き取りを十分に行
い、審査をより慎重に行う。

4年度の計画 3年度に同じ
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款 02 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
③

単位当たりコスト 円/回 3,361,459 2,464,243
②

活動
指標

自衛消防訓練審査
会への参加

回 1 1 0 △ 1 新型コロナウイルス感染症拡大の影響に伴い、自衛消防
訓練審査会が中止となったため。

その他 人件費比率 ％ 95.9 92.5 91.3 △1.3

― ―

小計 3,361 2,464 2,352 △ 112

小計 3,307 2,321 2,237 △ 84

移転費用 55 143 115 △ 28

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 149△ 2,352△ 2,203△ 3,361
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳
自衛消防関連物品購入費【35千円】
資格取得手数料【22千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.35人 0.29人 0.27人 △ 0.02人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 84 41 91 50

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 0 その他 0 261 0 △ 261

その他 0 0 0 0 小計 0 261 0 △ 261

0

物
件
費
等

物件費 84 41 91 50 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 3,223 2,280 2,147 △ 134 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 2,537 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 686 183 217 33 国庫支出金 0

2,097 1,930 △ 167

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

職員の防災意識の高揚・初期消火活動の技術向上を図る。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

契約資産部　庁舎管理課

基本計画 施策番号 持続可能な行財政運営
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 ―

△ 149△ 2,352△ 2,203△ 3,361経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 自衛消防隊活動 事業類型 施設運営

予算科目 会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

担当部課



今後の取組

3年度目標
・計画的な消防訓練の実施による職員の防火・防災
意識の高揚
・庁舎管理課職員の初期消火活動技術の継承と向上

2年度末
時点の課題

・人事異動等により資格保持者が不足しない
よう計画的に資格取得を行う。

3年度の取組
・総合訓練、部分訓練、夜間訓練の実施
・庁舎管理課内での研修の実施
・消防法に基づく各種資格取得を計画的に行う。

4年度の計画

・総合訓練、部分訓練、夜間訓練の実施
・自衛消防訓練審査会への参加
・消防法に基づく各種資格取得を計画的に行
う。

目標に対する
事業実績

・11月に本庁舎自衛消防隊夜間訓練、3月に書面によ
る本庁舎自衛消防隊総合訓練を実施し、職員の防
火・防災意識の高揚を図った。
・庁舎管理課内で初期消火活動についての研修を行
い、初期消火活動技術の取得及び向上を図った。

課題への対応

・消防法に基づく資格の更新（防災センター
要員講習修了証・自衛消防業務再講習修了
証）を行った。
・消防法に基づく資格の取得（自衛消防技術
認定証）を行った。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標
・計画的な消防訓練の実施による本庁舎職員の防火
防災意識の醸成
・庁舎管理課職員の初期消火活動技術の継承と向上

元年度末
時点の課題

・人事異動等により資格保持者が不足しない
ための計画的な資格取得
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款 02 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
③

単位当たりコスト 円/
②

その他 人件費比率 ％ 62.3 54.8 52.8 △1.9

小計 159,847 154,026 142,248 △ 11,778

小計 158,860 152,942 141,380 △ 11,562

移転費用 988 1,084 868 △ 216

その他 5,512

小計 5,512 5,655 5,373 △ 282
△ 169258427△ 530特別収支差額（Ｂ）

28,569△ 119,567△ 148,136△ 156,942
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

5,655

経　常　収　入

主な内訳
自動車用無鉛ガソリン購入【11,048千円】
軽貨物自動車購入【8,613千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

東京都市町村総合交付金【15,652千円】
全国市有物件災害共済会等車両保険【1,315千円】

11.99人 10.73人 9.24人 △ 1.49人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

5,373 △ 282 特別収入 11 427 258 △ 169

小計 53,771 62,914 60,830 △ 2,085

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

20,324 11,103 その他 3,435 5,464 6,771 1,307

その他 0 0 0 0 小計 3,435 5,464 22,423 16,959

0

物
件
費
等

物件費 45,972 50,972 38,443 △ 12,529 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 2,491 2,721 2,062 △ 659 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 5,308 9,221

小計 99,577 84,373 75,178 △ 9,195 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 3,267 3,267 都支出金 0 0 15,652 15,652

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 86,899 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 12,678 6,786 5,856 △ 930 国庫支出金 0

77,587 66,056 △ 11,532

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

所属自動車の運転業務、公用軽自動車等の統括管理及び使用調整、自動車の借上げ調整等の車両管理事務を行う。ま
た、八王子市地球温暖化対策地域推進計画に掲げる、公用車の低炭素化に積極的に取り組むことで、地球温暖化防止
に努める。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

契約資産部　庁舎管理課

基本計画 施策番号 持続可能な行財政運営
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 ―

28,737△ 119,825△ 148,563△ 156,412経常収支差額（Ａ）

特別費用 541 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 車両管理 事業類型 内部事務

予算科目 会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

担当部課



今後の取組

3年度目標

・電気自動車等、環境に配慮した効果的な公用車の
配備・運行
・車両の入替、定期点検・車両検査の実施により、
管理する各種自動車の安全性能向上、安全な運転環
境改善による公用車事故の減少
・車両管理、運転業務等に係る車両管理事務所のあ
り方の決定、適切な業務の実施

2年度末
時点の課題

・車両メンテナンスリース導入のための課題
整理及び公用軽自動車の入替、配車計画の策
定
・公用車事故縮減のため、公用軽自動への事
故防止支援装置装着車の拡大
・車両管理、運転業務のあり方の検討

3年度の取組

・公用車の安全運転管理推進
・事故防止装置装着公用軽自動車の拡大
・車両メンテナンスリース導入課題の整理
・車両管理、運転業務に係る車両管理事務所のあり
方検討、方向性、次年度以降の体制決定

4年度の計画

・公用車の安全管理推進
・事故防止装置装着公用軽自動車の拡大
・車両管理、運転業務のあり方の検討
・ゼロカーボンシティ宣言に伴う非ガソリン
車の導入

目標に対する
事業実績

・環境条例の基準を満たした車両の更新
・市町村総合交付金を活用し、プラグインハイブ
リッド車2台、電気自動車4台を購入し、老朽化した
車両の入替を行うとともに市施設5か所に充電設備の
設置
・公用車運転等業務委託を引き続き行うとともに令
和3年度から庁舎管理課車両運行専門員として会計年
度任用職員専門職の採用を決定
・本庁舎自家用給油所併設洗車機取替工事の実施

課題への対応

・市町村総合交付金を活用し、プラグインハ
イブリッド車2台、電気自動車4台を購入し、
老朽化した車両の入替を行うとともに市施設5
か所に充電設備の設置
・公用軽自動車購入の際、事故防止装置装着
車の購入
・公用車運転等業務委託を引き続き行うとと
もに令和3年度から庁舎管理課車両運行専門員
として会計年度任用職員専門職の採用決定

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標

・電気自動車を含め効果的な公用車の配備、運行
・車両入替、定期的な車検点検の実施による安全性
の向上及び運転環境の改善、公用車事故の減少
・車両管理、運転業務のあり方の決定、適切な業務
遂行

元年度末
時点の課題

・公用車の購入、配車計画の策定
・公用車事故の減少のため、公用軽自動車へ
の事故防止装置装着車の拡大
・車両管理、運転業務の今後の方向性（体
制）
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款 02 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

1,297△ 257△ 1,554△ 419経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 政治倫理事務 事業類型 その他

予算科目 会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

担当部課 総務部　総務課

基本計画 施策番号 積極的な市政情報の発信
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 八王子市政治倫理条例

事業目的
（最終的に目指す状態）

市長及び議員の政治倫理に関する事項を調査審議するため、市長の附属機関として審査会を設置。
政治倫理に関する事項についての調査請求に対して、審議する政治倫理審査会を開催する。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 362 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 57 624 43 △ 581 国庫支出金 0

868 500 △ 367

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 0 60 0 △ 60 都支出金 0 0 0 0

小計 419 1,551 543 △ 1,008 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 0 2 0 △ 2 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 0 0 286 286

その他 0 0 0 0 小計 0 0 286 286

小計 0 2 0 △ 2

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.05人 0.12人 0.07人 △ 0.05人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

1,297△ 257△ 1,554△ 419
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 ―

小計 419 1,554 543 △ 1,011

小計 419 1,554 543 △ 1,011

移転費用 0 0 0 0

②
活動
指標

政治倫理審査会の開催 回 ― 1 ― ― 委員の任期改選にあたり、政治倫理審査会を開催し、会
長及び職務代理人を選任している。令和元年度は改選年
度。

その他 人件費比率 ％ 100.0 99.8 100.0 0.2

― ―

③

単位当たりコスト 円/回 ― 1,553,750

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標
政治倫理に関する事項の調査請求があり、市長又は
議長からの付託があった場合、政治倫理審査会の開
催及び審議

元年度末
時点の課題

調査請求はなし。
調査請求があった場合、審査の経験がなく、
また、審査については専門性が高く、定型性
の低さが懸念され、円滑な事務執行ができな
い可能性があることが課題

目標に対する
事業実績

調査請求がなく、審議の実績はない。 課題への対応

―

未解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標
政治倫理に関する事項の調査請求があり、市長又は
議長からの付託があった場合、政治倫理審査会の開
催及び審議

2年度末
時点の課題

調査請求はなし。
調査請求があった場合、審査の経験がなく、
また、審査については専門性が高く、定型性
の低さが懸念され、円滑な事務執行ができな
い可能性があることが課題

3年度の取組

政治倫理に関する事項の調査請求があり、市長又は
議長からの付託があった場合、政治倫理審査会の開
催及び審議

委員の任期満了に伴い、委嘱事務を行う。

4年度の計画
政治倫理に関する事項の調査請求があり、市
長又は議長からの付託があった場合、政治倫
理審査会の開催及び審議
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款 02 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
③

単位当たりコスト 円/人 20,090 26,734
②

成果
指標

総会等へ自治功労者の
延べ参加者 人 93 70 74 4

実績による

その他 人件費比率 ％ 89.7 89.7 98.2 8.5

29,499 2,764

小計 1,868 1,871 2,183 312

小計 1,868 1,871 2,183 312

移転費用 0 0 0 0

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 312△ 2,183△ 1,871△ 1,868
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 ―

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.20人 0.20人 0.23人 0.03人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 192 193 40 △ 153

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 0 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 0 0 0 0

0

物
件
費
等

物件費 192 193 40 △ 153 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 1,677 1,679 2,143 464 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 1,450 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 227 233 499 266 国庫支出金 0

1,446 1,644 198

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

会員相互の親睦を図り常に豊かな市民生活の反映を念じ、その実現に寄与する。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

総務部　総務課

基本計画 施策番号 市民と行政の協働
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 八王子市表彰条例

△ 312△ 2,183△ 1,871△ 1,868経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 自治功労者関連事務 事業類型 イベント

予算科目 会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

担当部課



今後の取組

3年度目標 総会で決定した事業を実施
2年度末

時点の課題
―

3年度の取組

①役員会（年2回）
②総会
③施設研修会
④新年懇親会

4年度の計画

①役員会（年2回）
②総会
③施設研修会
④新年懇親会

目標に対する
事業実績

自治功労者の総会等への延べ参加人数
H30　93人、R1　70人、R2　74人

①役員会（年2回）　うち1回は書面開催
②総会　書面開催

※施設研修会及び新年懇親会は新型コロナウイルス
の感染状況を鑑み中止判断

課題への対応

―

―

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標 総会で決定した事業を実施
元年度末

時点の課題
―
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款 02 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

477,500 154,500
新型コロナウイルス感染症拡大の影響による

単位当たりコスト 円/枚 3,869 5,398 2,657 △ 2,740
③

成果
指標

作成封筒数 枚 300,000 323,000

単位当たりコスト 円/通 299 372
②

成果
指標

郵便発送数 通 3,884,260 4,681,999 5,453,381 771,382
新型コロナウイルス感染症拡大の影響による

その他 人件費比率 ％ 2.3 1.2 1.5 0.3

233 △ 140

小計 1,160,771 1,743,396 1,268,814 △ 474,582

小計 1,153,641 1,742,635 1,266,538 △ 476,098

移転費用 7,130 761 2,276 1,515

その他 1,090,516

小計 1,090,516 1,683,636 1,207,428 △ 476,208
202000特別収支差額（Ｂ）

592,730△ 1,141,486△ 1,734,216△ 1,155,834
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

1,683,636

経　常　収　入

主な内訳 文書交換及び郵便物集荷業務委託【13,822千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

3.03人 1.70人 1.79人 0.09人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

1,207,428 △ 476,208 特別収入 0 0 20 20

小計 36,304 38,588 39,973 1,386

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

82 0 その他 4,937 9,180 126,955 117,776

その他 0 0 0 0 小計 4,937 9,180 127,308 118,128

0

物
件
費
等

物件費 36,222 38,506 39,891 1,386 使用料及び手数料 0 1 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 82 82

小計 26,822 20,412 19,136 △ 1,275 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 2,930 7,044 3,087 △ 3,958 都支出金 0 0 352 352

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 21,989 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 1,902 1,075 3,253 2,178 国庫支出金 0

12,293 12,797 504

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

行政活動を行う際に必要な信書等の発送を円滑に行う。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

総務部 総務課

基本計画 施策番号 持続可能な行財政運営
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 ―

592,710△ 1,141,506△ 1,734,216△ 1,155,834経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 共通管理 事業類型 内部事務

予算科目 会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

担当部課



今後の取組

3年度目標
全庁に共通する業務（郵便発送、交換便業務、共通
封筒）をより効果的・効率的な方法を検討し実施

2年度末
時点の課題

新型コロナウイルス感染症拡大により対面会
議が書面開催に変更される等、郵便発送数が
増加したことにより、発送事務を行う際の連
絡調整ミスや、割引サービスの未使用等が
あったため、全庁通知を行い、適正な郵便発
送を徹底させるための周知をする必要がある

3年度の取組

・全庁に共通する業務（郵便発送、交換便業務、共
通封筒）をより効果的・効率的な方法を検討し実施

・適正な郵便発送を徹底させるための周知を強化す
る

4年度の計画
全庁に共通する業務（郵便発送、交換便業
務、共通封筒）をより効果的・効率的な方法
を検討し実施

目標に対する
事業実績

郵便発送事務（後納郵便・郵便計器）
　5,453,381通

八王子郵便局、市内事務所（１４か所）、小中学校
（１０８校）、その他施設（２６か所）及び都庁へ
の文書交換業務を民間委託により実施。
開庁日　午前・午後　１０コースにより実施。

共通封筒を作成（477,500通）

課題への対応

―

―

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標
全庁に共通する業務（郵便発送、交換便業務、共通
封筒）をより効果的・効率的な方法を検討し実施

元年度末
時点の課題

―
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款 02 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

169 △ 50
退職者、新規採用者及び派遣者等の増減による

単位当たりコスト 円/台 5,862,479 7,960,713 7,507,774 △ 452,939
③

成果
指標

机・椅子等購入台数 台 198 219

単位当たりコスト 円/回 105,524,628 102,552,717
②

活動
指標

机・椅子等購入回数 回 11 17 18 1
退職者、新規採用者及び派遣者等の増減による

その他 人件費比率 ％ 2.3 1.2 1.5 0.3

70,489,658 △ 32,063,060

小計 1,160,771 1,743,396 1,268,814 △ 474,582

小計 1,153,641 1,742,635 1,266,538 △ 476,098

移転費用 7,130 761 2,276 1,515

その他 1,090,516

小計 1,090,516 1,683,636 1,207,428 △ 476,208
202000特別収支差額（Ｂ）

592,730△ 1,141,486△ 1,734,216△ 1,155,834
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

1,683,636

経　常　収　入

主な内訳 机・椅子等購入費【6,981千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

3.03人 1.70人 1.79人 0.09人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

1,207,428 △ 476,208 特別収入 0 0 20 20

小計 36,304 38,588 39,973 1,386

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

82 0 その他 4,937 9,180 126,955 117,776

その他 0 0 0 0 小計 4,937 9,180 127,308 118,128

0

物
件
費
等

物件費 36,222 38,506 39,891 1,386 使用料及び手数料 0 1 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 82 82

小計 26,822 20,412 19,136 △ 1,275 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 2,930 7,044 3,087 △ 3,958 都支出金 0 0 352 352

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 21,989 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 1,902 1,075 3,253 2,178 国庫支出金 0

12,293 12,797 504

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

執務環境の整備を進めるため、必要な机・椅を整える。更衣ロッカーの貸与を適正に行う。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

総務部労務課

基本計画 施策番号 人材の育成と活用
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 ―

592,710△ 1,141,506△ 1,734,216△ 1,155,834経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 共通管理 事業類型 内部事務

予算科目 会計 一般会計 総務費 総務管理費 一般管理費

担当部課



今後の取組

3年度目標
職員に対する、最適な机、椅子、ロッカーの配置

経年劣化等により破損した椅子等の交換

2年度末
時点の課題

経年劣化等により破損した椅子等の交換

3年度の取組
机、椅子、ロッカーの購入数調整（所管調整）及び
購入契約を行う

4年度の計画

職員に対する、最適な机、椅子、ロッカーの
配置

経年劣化等により破損した椅子等の交換

目標に対する
事業実績

令和2年度購入実績
（机・椅子等）　一般職員用事務平机　   22卓
管理職用事務平机　 5卓　　キャビネット 22 台
一般職員用椅子　105 脚　　管理職用椅子　13脚
ロッカー（1人分）　 2台

課題への対応

良好な職場環境づくりに向け、経年劣化等に
より破損した椅子等を交換した。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標
職員に対する、最適な机、椅子、ロッカーの配置

経年劣化等により破損した椅子等の交換

元年度末
時点の課題

経年劣化等により破損した椅子等の交換
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款 02 項 01 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

△ 60,954△ 487,943△ 426,989△ 394,178経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 人事管理 事業類型 内部事務

予算科目 会計 一般会計 総務費 総務管理費 人事管理費

担当部課 総務部　労務課

基本計画 施策番号 人材の育成と活用
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 地方公務員法、労働基準法、職員の勤務時間等に関する条例

事業目的
（最終的に目指す状態）

職員等の人事管理、勤怠管理、給与支給事務を適正に行う。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 63,054 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 13,261 13,508 35,349 21,841 国庫支出金 326

65,946 75,206 9,261

経
常
収
入

保険料 0

0

326 327 1

その他 16,931 22,433 262,254 239,821 都支出金 0 0 0 0

小計 93,246 101,886 372,809 270,923 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 269,754 293,046 79,008 △ 214,039 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 31,191 31,998 36,048 4,050 その他 0 1 6 5

その他 0 0 0 0 小計 326 327 333 6

小計 300,945 325,045 115,056 △ 209,989

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

411 26 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

8.70人 9.12人 10.52人 1.40人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 312

小計 312 385 411 26
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 60,954△ 487,943△ 426,989△ 394,178
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

385

経　常　収　入

主な内訳

会計年度任用職員報酬（職員産休・育休等の対応）
【222,621千円】
人事給与・庶務事務システムデータセンター・サーバ利
用【52,043千円】

小計 394,504 427,316 488,276 60,960

小計 394,504 427,316 488,276 60,960

移転費用 0 0 0 0

②
活動
指標

システム稼動日数 日 365 365 365 0
実績による

その他 人件費比率 ％ 23.6 23.8 76.4 52.5

1,337,742 167,014

③
成果
指標

定例会参加人数 人 84 84

単位当たりコスト 円/日 1,080,832 1,170,728

60 △ 24
コロナ禍における密を避けるため

単位当たりコスト 円/人 4,696,473 5,087,094 8,137,930 3,050,836

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標 事務フローの改善による、効率的な事業の実施
元年度末

時点の課題
給与支給事務における事務フローの改善

目標に対する
事業実績

・事務フローの改善の実施
・マニュアルの作成・公開の実施
・庶務事務・人給システムの改修に伴う検証及び修
正の実施
・会計年度任用職員制度への移行に伴うシステム検
証と安定稼働の実現

課題への対応

効率的な事業の実施に向けた事務フローの検
証・改善を実施

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
改善

今後の取組

3年度目標 事務フローの改善による、効率的な事業の実施
2年度末

時点の課題
給与支給事務における事務フローの改善

3年度の取組

・事務フローの改善の実施
・マニュアルの作成・公開の実施
・庶務事務・人給システムの改修に伴う検証及び修
正の実施

4年度の計画

・事務フローの改善による、効率的な事業の
実施
・協会けんぽ加入者の共済組合への移行に伴
い、人給システムの改修及び検証を実施
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款 02 項 01 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

92.7 △ 2.8
実績による

単位当たりコスト ― ― ― ― ―
③

成果
指標

市企画研修参加者満足度 ％ 95.5 95.5

単位当たりコスト 円/人 14,276 14,048
②

活動
指標

研修受講者数 人 4,479 4,146 10,554 6,408 eラーニング研修の更なる充実を図り、受講者数が増加
した。

その他 人件費比率 ％ 33.8 31.5 38.7 7.2

4,910 △ 9,137

小計 63,944 58,241 51,824 △ 6,418

小計 38,275 33,846 29,823 △ 4,023

移転費用 25,669 24,395 22,001 △ 2,394

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

6,225△ 51,820△ 58,045△ 63,921
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳

会計年度任用職員（専門職）報酬・共済費【3,790千
円】
市企画研修開催経費【7,787千円】
自己啓発研修経費【1,824千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

2.07人 1.90人 1.90人 0.00人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 16,650 15,501 9,751 △ 5,750

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 0 その他 0 168 0 △ 168

その他 0 0 0 0 小計 23 196 4 △ 192

0

物
件
費
等

物件費 16,650 15,501 9,751 △ 5,750 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 21,625 18,345 20,072 1,727 分担金及び負担金 0 0 0

△ 24

その他 3,406 3,405 3,791 386 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 15,003 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 3,216 1,202 2,699 1,497 国庫支出金 23

13,739 13,583 △ 156

経
常
収
入

保険料 0

0

28 4

事業目的
（最終的に目指す状態）

職員一人一人の資質向上と組織全体の機能向上

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

総務部　職員課

基本計画 施策番号 人材の育成と活用
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 地方公務員法

6,225△ 51,820△ 58,045△ 63,921経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 職員研修 事業類型 その他

予算科目 会計 一般会計 総務費 総務管理費 人事管理費

担当部課



今後の取組

3年度目標
目指す職員像「市民の信頼に応える職員」「自らを
高める職員」「組織の力を向上させる職員」を実現
する人財育成を実施

2年度末
時点の課題

組織力を向上させるために必要な研修内容の
把握や、研修効果を図る指標の設定

3年度の取組

職層別研修及び地域づくりに資する研修を拡充する
とともに、新たに行う「職員意識調査」の結果を踏
まえて、人財育成プランの実施計画掲載事業への取
組を推進する。

4年度の計画 人財育成プランの改定検討

目標に対する
事業実績

研修参加者　延べ10,554名
市企画研修参加者満足度　92.7％

課題への対応

職位ごとに定められた基礎事務能力や、部下
育成力、後輩指導力、マネジメント力等を強
化し、また、「地域づくり基本方針」に基づ
き市民との信頼関係構築・合意形成能力を強
化する研修を行い、「職員力向上」及び「組
織力強化」する人財育成を実施

一部解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標
目指す職員像「市民の信頼に応える職員」「自らを
高める職員」「組織の力を向上させる職員」を実現
する人財育成を実施

元年度末
時点の課題

職場におけるOJT機能の低下や世代間の意識格
差により、若手職員が活躍できる職場環境が
十分に整備されていない状況、及び、令和2年
3月に策定した「地域づくり基本方針」に資す
る人財の必要性
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款 02 項 01 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

△ 6,350△ 45,791△ 39,441△ 46,865経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 給与支給 事業類型 内部事務

予算科目 会計 一般会計 総務費 総務管理費 人事管理費

担当部課 総務部　労務課

基本計画 施策番号 人材の育成と活用
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 八王子市職員の給与に関する条例

事業目的
（最終的に目指す状態）

職員の給与の支給及び各種手当の認定を適正に行う。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 18,119 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 9,691 2,907 8,197 5,290 国庫支出金 0

18,077 21,804 3,727

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 8,690 7,321 8,940 1,618 都支出金 0 0 0 0

小計 36,500 28,305 38,940 10,635 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 10,365 11,135 6,850 △ 4,285 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 0 0 0 0

小計 10,365 11,135 6,850 △ 4,285

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

2.50人 2.50人 3.05人 0.55人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 6,350△ 45,791△ 39,441△ 46,865
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳
会計年度任用職員報酬等【8,940千円】
年末調整業務委託【4,026千円】

小計 46,865 39,441 45,791 6,350

小計 46,865 39,441 45,791 6,350

移転費用 0 0 0 0

②
活動
指標

支給回数 回 14 14 14 0
実績による

その他 人件費比率 ％ 77.9 71.8 85.0 13.3

3,270,758 453,579

③
成果
指標

給与支給対象者人数
（延人数） 人 63,991 64,897

単位当たりコスト 円/回 3,347,487 2,817,179

67,863 2,966
退職者、新規採用者及び派遣者等の増減による

単位当たりコスト 円/人 732 608 675 67

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標 事務フローの改善による、効率的な事業の実施
元年度末

時点の課題
給与支給事務における事務フローの改善

目標に対する
事業実績

・事務フローの改善の実施
・マニュアルの作成・公開の実施
・庶務事務・人給システムの改修に伴う検証及び修
正の実施
・会計年度任用職員制度への移行に伴う事務フロー
の見直しの実施

課題への対応

効率的な事業の実施に向けた事務フローの検
証・改善を実施

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
改善

今後の取組

3年度目標 事務フローの改善による、効率的な事業の実施
2年度末

時点の課題
給与支給事務における事務フローの改善

3年度の取組

・引き続き直営による支給事務の改善に努め、正確
かつ効率的に事業を実施
・Web給与明細の導入に向け、サービス利用を受ける
Webシステムの環境を整備し、職員への周知を図る

4年度の計画

・事務フローの改善による、効率的な事業の
実施
・協会けんぽ加入者の共済組合への移行に伴
う事務フローの見直しの実施
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款 02 項 01 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

△ 2,204△ 38,341△ 36,136△ 34,390経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 労務管理 事業類型 内部事務

予算科目 会計 一般会計 総務費 総務管理費 人事管理費

担当部課 総務部　労務課

基本計画 施策番号 人材の育成と活用
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 地方公務員法、労働基準法、職員の勤務時間等に関する条例

事業目的
（最終的に目指す状態）

組合調整業務、各種休暇の相談及び手続き業務、時間外・休暇等管理業務等を行い、職員の適正な労務管理に努め
る。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 13,336 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 2,090 2,139 2,576 437 国庫支出金 0

13,305 13,154 △ 151

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 20,650 21,443 35,705 14,262 都支出金 371 414 579 165

小計 36,075 36,887 51,435 14,547 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 8,703 9,766 357 △ 9,409 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 10,017 10,106 12,872 2,766

その他 0 0 0 0 小計 10,388 10,520 13,451 2,931

小計 8,703 9,766 357 △ 9,409

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

1.84人 1.84人 1.84人 0.00人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 2,204△ 38,341△ 36,136△ 34,390
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳
会計年度任用職員雇用保険料・労災保険料
【32,200千円】

小計 44,778 46,656 51,792 5,135

小計 44,778 46,653 51,792 5,139

移転費用 0 3 0 △ 3

②
活動
指標

中央安全衛生委員会 回 4 4 4 0
実績による

その他 人件費比率 ％ 80.6 79.1 99.3 20.2

12,947,910 1,283,836

③
成果
指標

時間外勤務時間数 時間 297,741 367,732

単位当たりコスト 円/回 11,194,560 11,664,074

329,521 △ 38,211 各所管の業務改善や意識改革
事前命令の徹底単位当たりコスト ― ― ― ― ―

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標
組合調整業務、各種休暇の相談及び手続き業務、時
間外・休暇等管理業務等を行うことによる職員の適
正な労務管理

元年度末
時点の課題

時間外勤務年間360時間を超える職員の減少

目標に対する
事業実績

組合調整業務、各種休暇の相談及び手続き業務、時
間外・休暇等管理業務等を適正に行うことができ
た。

時間外勤務時間数については、各所管の業務改善や
事前命令の徹底により、全体で329,521時間となり、
前年度比較38,211の減少であった。

課題への対応

引き続き、「働き方・休み方の見直し」に向
けた取り組みを推進する。

一部解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標
組合調整業務、各種休暇の相談及び手続き業務、時
間外・休暇等管理業務等を行うことによる職員の適
正な労務管理

2年度末
時点の課題

時間外勤務年間360時間を超える職員の減少

3年度の取組
組合調整業務、各種休暇の相談及び手続き業務、時
間外・休暇等管理業務等を適正に行う。

4年度の計画
組合調整業務、各種休暇の相談及び手続き業
務、時間外・休暇等管理業務等を行うことに
よる職員の適正な労務管理
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款 02 項 01 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

144,959 △ 21,665
コロナ禍による利用者数の減

単位当たりコスト 円/人 251 266 307 41
③

成果
指標

利用人数 人 177,333 166,624

単位当たりコスト 円/日 181,192 184,088
②

活動
指標

営業日 日 246 241 243 2
実績による

その他 人件費比率 ％ 33.6 33.7 40.9 7.1

183,328 △ 760

小計 44,573 44,365 44,549 183

小計 16,997 17,195 19,010 1,815

移転費用 27,576 27,170 25,539 △ 1,631

その他 0

小計 0 0 0 0
0000特別収支差額（Ｂ）

△ 183△ 44,498△ 44,315△ 44,524
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 八王子市職員互助会交付金【25,539千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

1.45人 1.45人 1.50人 0.05人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 2,041 2,227 806 △ 1,420

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 0 その他 50 50 51 0

その他 0 0 0 0 小計 50 50 51 0

0

物
件
費
等

物件費 2,007 2,194 806 △ 1,387 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 35 33 0 △ 33 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 14,956 14,968 18,203 3,235 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 2,800 2,798 4,896 2,098 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 10,509 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 1,647 1,686 2,584 899 国庫支出金 0

10,485 10,723 239

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

職員の福利厚生の推進

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

総務部　労務課

基本計画 施策番号 人材の育成と活用
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 地方公務員法

△ 183△ 44,498△ 44,315△ 44,524経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 職員の福利厚生 事業類型 内部事務

予算科目 会計 一般会計 総務費 総務管理費 人事管理費

担当部課



今後の取組

3年度目標 職員の福利厚生の推進
2年度末

時点の課題
食堂、喫茶室の備品の修繕が増えている。

3年度の取組
食堂、喫茶室の備品については緊急性の高いものか
ら順次修繕を実施し、職員の福利厚生の推進を図っ
ていく。

4年度の計画
食堂、喫茶室の備品については緊急性の高い
ものから順次修繕を実施し、職員の福利厚生
の推進を図っていく。

目標に対する
事業実績

共済制度関連事務、食堂関連事務等を適正に行い、
職員の福利厚生を推進した。

課題への対応

食堂、喫茶室の備品の修繕を行った。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標 職員の福利厚生の推進
元年度末

時点の課題
食堂、喫茶室の備品の修繕が増えている。
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款 02 項 01 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
成果
指標

運転実技講習 人 102 109 101 △ 8
研修参加希望者の減による

単位当たりコスト 円/人 1,026,122 961,933 1,022,487 60,554

単位当たりコスト 円/

27 △ 4
研修参加希望者の減による

単位当たりコスト 円/回 4,361,019 3,382,282 3,824,860 442,578
③

活動
指標

運転実技講習 回 24 31

単位当たりコスト 円/人 34,271 37,866
②

成果
指標

職員安全衛生研修 人 3,054 2,769 2,859 90 研修手法を集合研修からｅ－ラーニング研修に変更し
た。

その他 人件費比率 ％ 70.3 67.8 69.9 2.1

36,121 △ 1,744

小計 104,664 104,851 103,271 △ 1,580

小計 104,248 104,501 102,950 △ 1,551

移転費用 416 350 322 △ 28

その他 0

小計 0 0 0 0
△ 0△ 000特別収支差額（Ｂ）

1,580△ 103,271△ 104,851△ 104,664
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳
産業医報酬【15,216千円】
健康診断委託料【22,519千円】

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

7.20人 6.90人 6.80人 △ 0.10人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

小計 30,620 33,444 30,778 △ 2,666

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 0

0 0 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 0 0 0 0

0

物
件
費
等

物件費 30,620 33,444 30,778 △ 2,666 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 73,628 71,057 72,171 1,115 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 15,216 15,216 15,216 0 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 52,183 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 6,229 5,948 8,343 2,395 国庫支出金 0

49,893 48,612 △ 1,281

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

事業目的
（最終的に目指す状態）

職員の安全と健康の確保を第一に、快適な職場環境を形成する。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

総務部　安全衛生管理課

基本計画 施策番号 人材の育成と活用
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 労働安全衛生法、八王子市職員の安全衛生管理規則、八王子市職員交通事故防止管理規程

1,580△ 103,271△ 104,851△ 104,664経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 安全衛生管理 事業類型 内部事務

予算科目 会計 一般会計 総務費 総務管理費 人事管理費

担当部課



今後の取組

3年度目標

【疾病予防対策・メンタルヘルス対策】
・仕事を起因とする新規メンタル不調病休者が減少
する。
・職員の高ストレス者の割合が減少する。

【公用車事故ゼロの推進】
バック事故件数が前年度より減り、公用車事故件数
も減少する。

【疾病予防対策】
職員は基本的な健康管理の習慣を実践継続してい
る。

2年度末
時点の課題

【疾病予防対策・メンタルヘルス対策】
新型コロナの影響により、高ストレス者やメ
ンタル不調者が増える可能性がある。
【公用車事故ゼロの推進】
バック事故が依然として減らない。運転技術
の未熟者に加え、ベテラン職員の運転過信に
よる物損事故が目立つ。
【疾病予防対策】
新型コロナウイルス感染症拡大防止に関する
情報集約と正しい情報の発信を行う。また、
感染者発生時の感染拡大を最小限にとどめる
ための迅速な対応を行う。

3年度の取組

【疾病予防対策・メンタルヘルス対策】
・産業医・メンタルヘルス専門医・保健師等による
相談の継続
・ストレスチェックの実施及び集団分析結果の活用
【公用車事故ゼロの推進】
・各種研修の実施
・安全運転指導員（ＳＤＩ）の活用
【疾病予防対策】
新型コロナウイルス感染症拡大防止に関する情報提
供、感染者発生時の迅速な対応、職場点検の実施等
を継続する。

4年度の計画

【疾病予防対策・メンタルヘルス対策】
・産業医・メンタルヘルス専門医・保健師等
による相談の継続
・ストレスチェックの実施及び集団分析結果
の活用
・健康管理情報のシステム化
【公用車事故ゼロの推進】
・各種研修の実施
・安全運転指導員（ＳＤＩ）の活用
【疾病予防対策】
新型コロナウイルス感染症拡大防止に関する
情報提供、感染者発生時の迅速な対応、職場
点検の実施等を継続する。

目標に対する
事業実績

【疾病予防対策・メンタルヘルス対策】
メンタルヘルス不調による療養休暇取得　70名
メンタルヘルス関連相談者延人数　1,294名
ストレスチェックの実施
メンタルヘルス相談の実施

【公用車事故ゼロの推進】
公用車事故発生件数　19件（うちバック事故9件）
運転技能講習受講者　101名
安全運転指導員（ＳＤＩ）へのアンケート実施

【疾病予防対策】
新型コロナ感染拡大防止対策について各種通知送
付。
職場パトロールの実施。

課題への対応

【疾病予防対策・メンタルヘルス対策】
新型コロナへの対応が長期化する中、メンタ
ル不調等への影響が懸念されることから、セ
ルフケアのための自己学習の機会を提供し
た。
【公用車事故ゼロの推進】
ｅ－ラーニングによる安全運転研修を実施。
運転に不慣れな職員に対して民間教習所へ委
託し、実技講習を実施。
【疾病予防対策】
感染リスクの高い場所や行動への注意喚起や
巡視を行い、食堂や喫煙所等のレイアウト変
更等の対策を行った。

一部解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

事業実績

2年度目標

【疾病予防対策・メンタルヘルス対策】
・仕事を起因とする新規メンタル不調病休者が減少
する。
・職員の高ストレス者の割合が減少する。

【公用車事故ゼロの推進】
バック事故件数が前年度より減り、公用車事故件数
も減少する。

【疾病予防対策】
職員は基本的な健康管理の習慣を実践継続している

元年度末
時点の課題

【疾病予防対策・メンタルヘルス対策】
仕事を起因とするメンタル不調病休者が依然
として減らない。
【公用車事故ゼロの推進】
バック事故が依然として減らない。運転技術
の未熟者に加え、ベテラン職員の運転過信に
よる物損事故が目立つ。
【疾病予防対策】
新型コロナに関する情報集約と正しい情報の
発信を行う。また、感染者発生時の感染拡大
を最小限にとどめるための迅速な対応を行
う。
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款 02 項 01 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制（会計年度任用職員を除く）

指標と単位当たりコスト

①

514△ 2,298△ 2,812△ 2,779経常収支差額（Ａ）

特別費用 0 0 0 0

事業概要 事務事業評価シート（令和２年度（２０２０年度）事業）

事務事業名 職員会館の運営 事業類型 施設運営

予算科目 会計 一般会計 総務費 総務管理費 人事管理費

担当部課 総務部　労務課

基本計画 施策番号 人材の育成と活用
まち・ひと・しごと

創生総合戦略 － －

根拠法令等 地方公務員法、八王子市庁舎管理規則

事業目的
（最終的に目指す状態）

職員の福利厚生の増進を図るため、施設の利用環境整備を行う。

勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 725 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 114 116 130 13 国庫支出金 0

723 715 △ 8

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

小計 838 839 845 5 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 1,869 1,901 1,382 △ 519 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 72 72 72 0 その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 0 0 0 0

小計 1,940 1,972 1,453 △ 519

そ
の
他
の
業
務
費
用

支払利息 0 0 0 △ 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0

0 0 特別収入 0 0 0 0

30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a)

2年度 経　常　費　用

―

0.10人 0.10人 0.10人 0.00人

指標名 単位 30年度 元年度(a) 2年度(b) 対前年度(b-a) 指標値の増減要因

その他 0

小計 0 0 0 △ 0
0000特別収支差額（Ｂ）

514△ 2,298△ 2,812△ 2,779
本年度収支差額

（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

0

経　常　収　入

主な内訳 職員会館管理委託【1,337千円】

小計 2,779 2,812 2,298 △ 514

小計 2,779 2,812 2,298 △ 514

移転費用 0 0 0 0

②
活動
指標

受付数 件 1,965 2,046 1,773 △ 273 新型コロナウイルス感染症対策による体育館使用中止期
間があったため

その他 人件費比率 ％ 30.2 29.9 36.8 6.9

1,296 △ 78

③
成果
指標

利用者数 人 27,485 28,995

単位当たりコスト 円/件 1,414 1,374

33,051 4,056
大人数での利用が増えたため

単位当たりコスト 円/人 101 97 70 △ 27

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

2年度目標
職員の福利厚生の増進を図るため、施設の利用環境
整備を行う。

元年度末
時点の課題

シルバー人材センターによる委託から、日中
は、庁舎管理課の守衛委託に職員会館の管理
を移行するため、問題なく管理運営をおこな
う必要がある

目標に対する
事業実績

職員の福利厚生の増進を図るため、施設の利用環境
整備を行う。

課題への対応

日中は、庁舎管理課の守衛委託による管理と
なり管理方法が変更したが、新たな事務フ
ローを構築し混乱なく事業実施できた。

解決

2年度評価 達成
次年度（4年度）

以降の展開
現状維持

今後の取組

3年度目標
職員の福利厚生の増進を図るため、施設の利用環境
整備を行う。

2年度末
時点の課題

日中職員会館の管理を行う、庁舎管理課の守
衛委託業者が変更するため、問題なく管理運
営をおこなう必要がある

3年度の取組
職員の福利厚生の増進を図るため、施設の利用環境
整備を行う。

4年度の計画
職員の福利厚生の増進を図るため、施設の利
用環境整備を行う。




